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都市 内部 にお ける従業者密度分布 の変化 とその要因

地域メッシュ統計による分析

菊池慶之(日本不動産研究所)

日本の都市内部構造は,1970年 代後半以降,都 心の盛衰 と郊外の消長によって,形 態的な多様性を増 し

てきた.そ こで本稿では,都 市内部構造の多様化 とその要因を明 らかにすることを目的 とす る.手 法 として

は,地 域 メ ッシュ統計を利用 して157の 都市地域を取 り上 げ,1981～2001年 にかけての従業者密度分布 の

変化を分析 した.こ の分析の結果は,以 下 の5点 にまとめられる． 第1に,日 本 の多 くの都市では,1990

年代以降,AD(Agglomeration District)の 空洞化が一般的な傾向となり,下 位階層の地方中小都市ほど

ADか らの従業者の流出が進んでいた.第2に, SD(Suburban District)の 拡大 は,1980年 代からすで

に多 くの都市 で一般的な傾向となっていた．第3に,下 位階層 の都市ほど相対的なADの 密度低下が進 む

傾向にあり,都 市間の格差が拡大 していた.第4に,国 土の中核部の都市ではADの 空洞化 とSDの 拡大が

著 しいのに対 して,周 縁部の都市の内部構造は安定的であった.第5に,早 くからダウンサイ ジングが進ん

だ都市のいくっかに再一中化傾向が生 じているのが確認された.
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1は じ め に

1.問 題 の所 在

2001年5月 の 閣議 決 定 に基 づ き内 閣 府 に設 置 さ

れ た都 市 再生 本部 は,都 市 の外延 化 を抑制 し,求 心

力 のあ る コ ンパ ク トな都市 構造 に転換 を 図 る都 市 政

策 を基本 方針 の一 つ と して明 示 した． これ は,第 一

次全 国総 合 開発計 画 以来 続 いて きた,過 密解 消 と都

市機 能 の分散 化 を 目指す 都市 政策 を,都 市 空 間 の高

度利 用 を通 した集 中化政 策 に転換 す る もの であ る.

都市 を面 と して と らえ,そ の形態 が 都市 の成 長 に影

響 を与 え る とい う認 識 は,欧 米 で先 行す る コ ンパ ク

トシテ イの議論 と も通 ず る もので あ り,都 市 政策 の

世 界 的 な潮 流 とい え よ う(た とえ ば,Wilsonand

Grammenos2000;Zimmerman2001)． ただ し,

コ ンパ ク トシテ イ政策 の,個 々の都 市 へ の適合 性 に

は多 くの議 論 が あ る(室 田2003).こ の議 論 の背景

に は,日 本 の都市 が その人 口規 模 や産 業構 成 ばか り

で な く,都 市 内部 構造 にお いて も多様 な様 態 を呈 し

は じめ た こ とが あ る.つ ま り,面 的 な都市 政策 にお

い て も,全 国一律 な施 策 の有 効性 に疑 念 が生 じつ つ

あるものといえよう.こ のため,都 市内部構造の多

様化の背景を確認 し,そ の程度を明らかにする必要

がある.

さて,第 二次世界大戦後日本の都市の内部構造は,

雇用機会の増大という都市側の吸引力によって都市

化が進行し,人 口や産業の一中圧力が顕著に高まっ

た(松 本 ・丸木1994)． 特に,1960～1970年 代初

頭にかけての高度経済成長期には,比 較的小規模な

都市においても一律に都市化が進行 し,都 市内部で

は都心へさまざまな機能の集中が進んだ(大 谷

1999).

このような状況は,1973年 の石油危機を契機 と

する産業構造の転換と,地 方都市で顕著に進んだモ

ータリゼーションによって大きく変化 した.石 油危

機は産業構造の転換を促すことによって,特 定の産

業に特化 した地方工業都市の成長を停滞させた(亀

山2000).さ らに,プ ラザ合意以後の急速な円高は,

製造業の労働一約的部門を海外へと移転させ,多 く

の地方中小都市に打撃を与えることとなった.一 方

で,国 際化,情 報化,サ ービス経済化によって重要

性を高めた管理中枢部門は,よ り中心性の高い都市
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に集 中 し,三 大 都市,広 域 中心 都市,県 庁所 在都 市,

地 方 中小都 市 とい った都 市 階層 を よ り強 固 な もの に

して きた(阿 部1991)． 同 じ都市 階 層 内 にお いて も,

産業 構 造 の転換 に乗 り遅 れ た都市 で は中心性 が低 下

し,拠 点 性 に優 る都 市へ の人 や モ ノの一 中が 生 じた

(寺谷2002).

ま た,モ ー タ リゼ ー シ ョンの浸 透 は,都 市 内部 の

空 間構造 の再 編 に大 きな影響 を与 え た.と りわ け,

公共 交通 機 関が 弱 い地方 都市 で は,郊 外 が急速 に拡

大 す る一 方,さ ま ざ まな規制 の残 る都 心 の空洞 化 が

進行 した(根 田2004).こ の傾 向 は,商 業 機能 か ら

オ フィス機能 へ と広 が り,地 方都 市 の都市 内部 構 造

を低 密 で分散 化 した もの に しっ っ あ る(菊 池2005).

た だ し,人 口動 態か らみ る と,中 心都 市 へ の再 一 中

が進 む地 域 も存 在 し(日 経産 業消 費研 究所2003),

産業 構造,交 通 条件,市 街地 形状 な どさま ざま な要

因 が地方 都市 の内部 構造 を規 定 す るよ うに な りつっ

あ る(坂 本 ほか1993;小 松2006).

 大 都 市 圏 にお い て も,1980年 代 後 半 以 降,業 務

核都 市 の成 長 が郊外 核 の形成 を促 し,都 市 内部構 造

を多 極 分 散 型 に転 換 して き た と指 摘 され る(成 田

1995;佐 藤2001;林2003).た だ し,広 域 中 心 都

市 にお いて は三 大都 市 圏 の よ うな都 市機 能 の郊外 化

はみ られ ず,都 心 へ の中枢 管理 機能 の集 中 が続 いて

きた との指 摘 もあ る(石 丸1988;山 崎2001).

以 上 の よ うに,1970年 代 後 半 以 降;日 本 の都 市

は都市 シス テ ムと都市 内部 構造 の それ ぞれ の側 面 で

多 様 な 様 態 を 持 っ よ う に な っ た.Friedmann

(1986)は,こ の よ うな都 市 内部 構 造 の多 様 化 を,

都 市 の外 部 で生 じて い る変 化 へ の適応 で あ る と指捕

す る．す な わ ち,企 業 活動 の全 国 的 ・世界 的規 模 で

の拡 大 は,管 理 中枢部 門 を肥 大化 させ,上 位 階層都

市 の高密 な都 心 の形 成 に寄与 す る(松 原1995).一

方,そ れ まで地域 の中心 地機 能 を担 って きた下 位 階

層都 市 で は,経 済 活 動 の広域 化 に よ って,高 次 の都

市 機能 ほ ど上 位 階層 都 市 へ と流 出 し(加 藤1998;

Taylor and Derudder 2004),都 心 の空 洞 化 が 惹

起 され る.し たが って,都 市 システ ム上 で の個 々 の

都 市 の位 置づ けが,都 市 内部構 造 に与 えて い る影 響

を明確 にす る必 要 が あ る.

 そ こで本 稿 で は,最 初 に 日本 の都 市 の内部 構造 を,

都 心 的 な地 区 で あ る従 業者 一積 地区 と周 辺地 区 とに

区分 し,従 業者 密度 分 布 の特徴 を 明 らか にす る とと

もに,1980年 代 以 降 の変 化 を,都 市 シス テ ムの 階

層 ご とに検 討 す る.次 に都市 内部 構 造 の形成 と変 化

に影響 を与 え た要 因 を整 理 す る.最 後 に,以 上 の分

析 結果 に基 づ いて,類 似 した都市 群 ご とに,今 後 の

都 市 内部構 造変 動 の方 向性 にっ い て言及 す る.

2.研 究 の フ レー ム ワーク

実 際の都 市 内部構 造 は,そ れぞ れの都 市 の地形 ・

産 業 ・歴史 的背 景 な ごを反 映 して非 常 に多様 で あ る.

この た め,都 市 地域 の広 が りは複雑 な形 状 を呈 し,

都 市 の盛 衰 に伴 って 拡 大 ・縮 小 を 繰 り返 す(Ha11

1993).ま た,周 囲 よ り も際 立 って密 度 の高 い従 業

者 の一 積 地区 も,都 市 によ って は複 数存 在 す る.こ

の よ うな都市 地域 の複 雑 さ ゆえ に,実 質地域 と して 一

の都市 を面 的 に比 較す る試 み は,従 来 ほとん どな さ

れ て こなか った.そ こで本 稿 で は,面 的 な広が りが

時系 列 的 に可 変 で あ り,か っ都 市 内 に従業 者一 積地

区 が複数 存在 す ると とを許 容 す るモ デル を定義 し,

周辺 地 区 も含 めた実質 地 域 と しての都 市 内部構 造 の

比較 を試 み る.

最 初 に 都 市 的 経 済 活 動 地 域(Urban Economic

District,以 後UEDと 略)を 定 義 す る.都 市 地 域

を画定 す る にあた って は さま ざま な指 標 を利 用 し得

るが,こ こで は従業 者 の密度 分布 を指 標 と して用 い

る.従 業者 の分 布 は,都 市 に お ける経 済 的活動 の実

質 的 な広 が りを表現 で きる ことに加 え て,小 地域 に

お け るデー タの利用 も比 較 的容 易 であ る こ とか ら,

UEDを 画定 す る指 標 と して採用 した.

次 に,UEDの 内部 を,特 に従 業 者 密 度 が高 密 な

-132-



従 業 者 一 積 地 区(Agglomeration District,以 後

ADと 略)と,そ れ以外 の周 辺地 区(Suburban Dis-

trict,以 後SDと 略)に 区 分 す る. ADは,後 藤

(1997)が 都 心 の比 較 分 析 を行 う目的 で最 初 に使 用

した概 念 で あ るが,本 稿 で はADをUED内 部 の地

区 と して扱 うため に,定 義 に若 干 の修正 を加 えた上

で使 用す る．

と ころで,都 市 圏 を市 町村単 位 で中心 都市 と周 辺

地 域 に分 けて分析 す る手法 は,都 市 機能 の分 散化 に

関す る研 究 で は広 く用 い られ て きた． た とえば,富

田(1975)は,都 市 圏 を 中心都 市 と周辺 地域 に区分

し,18の 都 市 圏 を比 較 した結 果,大 都 市 ほ ど分 散

化 が 時間 的 に早 く,大 規模 に進 行 す る とい う結論 を

得 て い る． 海外 で も,Klaassen et al．(1981)は,

ヨー ロ ッパ の148の 都 市 圏 を分 析 し,同 国 内で は大

都 市 圏 に隣接 す る都市 ほど早 く,ま た国家 間で は経

済 の発展 した国 ほ ど分 散化 が早 く進 行 してい る こと

を 明 らか に した.さ らに,川 嶋(2001)や 池川(2001)

は,Klaassen et a1.(1981)の 仮 説 を適 用 し,日 本

の都 市 の分 散 化 が 欧米 先 進 国 の 都市 に比 べ て20～

30年 程 度 遅 れ て い る こ とを指 摘 して い る.ま た,

山神(2006)は,都 市 圏 を 中心都 市 と周辺 地域 に二

分 す る分 析手 法 で は周辺 地域 間 の差異 を考 慮 で きな

い点 を指 摘 し,郊 外 市町 村 間の人 口密 度 の差異 に着

目 した分 析 を行 って いる．

た だ し,多 くの著 者 が指摘 して い るよ うに,従 来

の分析 で は,都 市 圏を市 町村 単位 で分 析 したた め,

行 政域 の大 きさが分 析結 果 にバ イ アス を与 えて い る.

ま た,特 に小規 模 な都市 にお いて は,都 市機 能 の分

散 化 が行政 域 内で完 結 し,分 散 化 の発生 を確 認 で き

な い可 能性 が あ る． この ため,都 市 地域 を実 質地 域

と して定義 す る分 析手 法 は,行 政域 の広 狭 が与 え る

バ イア スを取 り除 くこと と,よ り小 規模 な都 市 を比

較対 象 にで き る利 点 が あ る・

ここで,本 稿 で使用 す る用語 を定義 してお く.本

稿 にお いて は,日 本 の国土 にお いて東 京 ・大 阪 ・名

古屋 をは じめ とす る大 都市 に近 接 す る地 域 を国土 の

中核 と呼 び,北 海 道 ・四 国 ・九 州 とそれ に隣接 す る

地域 を周 縁 と呼 ぶ.さ らに,日 本 の国家 的都 市 シス

テムの上 で,明 確 な領 域 を持 つ都道 府県 庁所 在都 市

を上 位階 層都 市 と し,中 で も広 域 な都市 圏 を持 つ三

大都 市 や広域 中心 都市 を最 上位 階層 都市,こ れ ら以

外 の都市 を下 位階 層都 市 と呼 ぶ.

II対 象 地域 と研 究手 法

本 研究 にお いて は,全 国 を被 覆 す る約1km四 方

の基準 地域 メ ッ シュ(第3次 地 域 区画)を 分 析単 位

と し,「地 域 メ ッシュ統 計 事業 所 ・企業 統計 調 査」

集計 デ ー タ(統 計 情報 研究 開発 セ ンター)を 利用 す

る． 地域 メ ッシュ には基準 地域 メ ッシ ュよ りもさ ら

に詳 細 な約500m四 方 の第4次 メ ッ シュ も存 在 す

るが,1996年 の 調 査 ま で,人 口集 中地 区 の み の編

成 とな って い る.こ れ は,周 辺 地 区 を含 めた都市 全

体 の構造 を 明 らか にす る とい う目的 には不十 分 で あ

るた め,本 稿 で は基準 地域 メ ッ シュを使 用 す る.ま

た,事 業 所 ・従業 者 の区分 と して,民 営事 業所 の事

業所 形態 を用 い,店 舗 ・飲 食 店従 業者 を商 業従 業者,

事務 所 ・営業 所 従業者 をオ フ ィス従業 者,工 場 ・作

業所 ・鉱 業所 従 業者 を工 業従 業者 とす る1).

 最 初 に,分 析対 象 とな るUEDを,従 業者 数500

人/km2以 上 の メ ッ シュが連 接 して10メ ッ シュ以

上 の広 が りを持 つ地 域 と定義 す る． これ は,規 模 の

小 さす ぎ るUEDで は,分 析 の誤 差 が大 き くな るた

め で あ る.同 様 の理 由か ら,1地 域 で従 業 者数 が1

万 人以 下 の もの も除外 す る.

 以 上 の 作 業 の 結 果,1981年164地 区,1991年

197地 区,2001年195地 区 のUEDが 抽 出 され た.

これち の うち,3力 年 次 と もUEDの 基 準 を満 たす

157地 区を分 析 対象 とす る.こ の中 に は,従 業者 数

1484万 人,面 積3,503km2(2001年 時 点)の 東 京

か ら,従 業者 数1.7万 人,面 積11km2(2001年 時

点)の 滝 川 まで が含 ま れ る.分 析 に あた って は,相
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表1 対 象 地 域 の 従 業者 数 と面 積 の 推 移

Table l Changes in employees and square measure of

study area

図1 都 市 的 経 済 活 動 地 位(UED)の 定 義

Fig.1 Definition of UED

対 的 な空 間 形 状 を 番 視 す る 観 点 か ら,す べ て の

UEDを 同一 の基 準 で対象 とす るが,小 規 模 なUED

ほ ど誤 差が 大 き くな る ことに留意 す る必要 が あ る．

ま た,多 くのUEDは 複 数 の 市 町 村 に ま た が り,

2001年 時 点 の 東 京UED)の 場 合,特 別 区 の ほ か に

93市24町 に及 ぶ.こ の ため,2000年 国 勢調 査 で人

口10万 人 以 上 の市 の うち,つ くば,鈴 鹿,彦 根,

川 西,三 田,東 広 島 を 除 く213市 が い ず れ か の

UEDに 区分 され た.

次 に,UEDの 内 部 をADと,そ れ以 外 のSDと

に 区分 す る.地 域 メ ッ シ ュを 利 用 したADの 画 定

に関 して,後 藤(1997)は 第4次 メ ッシュで従 業者

数5,000人/km2以 上,か っ 店 舗 ・飲 食 店 従 業 者

数 が1,000人/km2以 上 の メ ッ シ ュが,空 間 的 に

連 担 して従 業者 数1万 人 以上 の地 区 と規 定 して い る.

しか し,都 市 全体 か らみ る と,ADの 大 きさや密 度

は,都 市規 模 に対応 す るもので あ り,同 じ大 きさや

密度 で も意 味合 いが大 き く異 な る.そ こで,本 稿 で

はで き るだ け多 くの都市 を同 じ基 準 で比 較す る とい

う視点 に立 ち,相 対 的 な密度 分布 の差異 によ りAD

とSDを 区 分 す る(図1).た だ し,少 数 の大 規 模

な事 業 所 が メ ッ シュ全 体 をADに 押 し上 げて しま

う事 を防 ぐため,事 業所 数 の下 限 を設 け る． 具体 的

に は,各 年次 の各UED平 均 従 業者 密 度 の2倍 以 上

の従業 者 数 を持 ち,か っ 事業 所数 が500ヵ 所/km2

以 上 の メ ッシ ュをADと し,そ れ 以外 の地 区 をSD

と した．

さ て,こ の よ う に して 画 定 さ れ た157地 区 の

UED(図2)を 総 計 す る と,2001年 に お い て,面

積 で は 日本全 体 の3.7%に す ぎな いが,従 業 者数 で

は70.1%を 占 めて お り,経 済 活動 の都 市 へ の集 中

を示 して い る.し か も,従 業 者 数 は1981年67.9%,

1991年70.1%と 増加 傾 向 に あ り,都 市 へ の産業 の

集 中 が続 い て いる こ とを示 す.

ま た,1981～1991年(以 下80年 代 と 略),1991

～2001年(以 下90年 代 と略)の 両期 間 と も,面 積

の増 加率 が従 業者 の増 加率 を上 回 り,全 体 と して従

業者 密度 は低 下 傾 向 に あ る(表1).圏 域 区分 別 に

み ると,ADの 従 業者 数 は80年 代 の増 加 か ら90年

代 に減少 へ と転 じてお り,面 積 も同様 の傾 向 を示 す．
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図2 UEDの 分 布

Fig.2 Distribution of UEDs

これ に対 して,SDは80年 代 ・90年 代 と もに従 業

者 数 と面積 が大 幅 に増加 して い る.こ の ことか ら,

SDの 拡 大 は,す で に80年 代 か ら進 ん で い た の に

対 して,ADの 空洞 化 は90年 代 に入 ってか ら一 般

的 な傾 向 に な った もの といえ よ う.

次 に,ADとSDの 質 的 な違 い をみ るた め,オ フ

ィス,商 業,工 業 そ れぞ れの従 業者 構成 比 とその変

化 を比 較 す る(表2).最 初 にADに お け る構 成 比

を み る と,ADは オ フ ィス従 業者 に特 化 して お り,

しか もそ の構成 比 は上 昇傾 向 にあ る.ま た,ADの

商業 従業 者比 率 はSDを 上 回 る ものの,そ の差 は小

表2 事 業 所 形 態 別 従 業 者 構 成 比 率

Table 2  Component ratio of employees

by establishment form
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表3 従 業 者 の 一 中 を 示 す 指 標

Table 3 Averages of characteristic values of employee concentration

*UED従 業者数

さ く,構 成 比 も低 下 傾 向 にあ る.ま た,ADに お け

る事 業所 形 態別 の従 業者 構 成比 率 は,SDに 比 べ て

都 市 ごとに大 きなば らつ きが あ り,都 市 の特 性 を示

す もの と考 え られ る.

 次 に,SDに お け る各形 態 の従 業 者構 成 比 を み る

と,1981年 で は工 業 従 業 者 が 最 も大 きな比 率 を示

して い た が,1991年 以 降 は オ フ ィ ス構成 比 が最 も

大 き くな って い る.た だ し,従 業者 の増 加 率が 大 き

いの は商 業従 業者 で あ り,SDの 経 済 空 間 は工業 か

ら,オ フ ィス と商業 が混 在す る形 態 に変化 しつつ あ

る もの といえ よ う.ま た,都 市 ごとの構成 比 の ば ら

つ きはADに 比 べ る と非常 に小 さい.

以 上 の よ うに,本 研 究 で対 象 とす る157のUED

で は,1981年 か ら2001年 にか けて,面 積 の増 加 率

が従 業 者 の増 加 率 を 上 回 って い る.こ れ は,UED

が その成 長 の過程 で,密 度 を低 下 させ つつ あ る こと

を示 す もの であ る.た だ し,'こ の よ うな傾 向 の中 に

も都 市 間で差 異 が あ るこ とが予 想 され る.そ こで次

に,都 市 間 の差異 が どの程 度 存在 す るの かを考 察す

る.

III 日本 の都市 の従 業者 密度 分布

1.中 心 地点 集 中度

従業 者密 度 の集 中 の程度 を測 る上 で,こ こで は中

心地 点一 中度 と最 大密 度 メ ッシュ従 業者 数 の二 つの

指標 を用 いる.中 心地 点一 中度 は,後 藤(1997)が

都心地域の空間形状を計測するために開発 した指標

であるが,都 市地域全体においても一中の程度を測

る指標として有効である.そ こで,本 稿においても

若干の修正の上,中 心地点集中度を用いて,'都市全

体における従業者の一中度を計測するο具体的には

UEDの 従業者数の合計w(人)を, ADの 従業者

数最大メッシュの従業者数p(人)と,UEDの 面

積n(km2)の 積で除して求める.こ の値は,0に

近いほど中心への相対的な集中の程度が低く,明 確

な核を持たない都市であることを示す.逆 に1に 近

ければ,集 中の程度が高 く,ADとSDと が明確に

区分できる都市であることを示す.ま た,中 心地点

一中度は相対的な指標であるたあ,絶 対的な従業者

の密度であるp値 を最大密度メッシュ従業者数 と

して補足的に利用する(表3).

(1)

全UEDに お け る中心 地点 一 中度 の平 均 値 を み る

と,80年 代 に は ほ とん ど変化 なか った が,90年 代

には若干 低下 して い る.こ れ は,最 大密 度 メ ッシュ

従 業 者 数 が1981年,1991年 の 約3万2千 人 か ら

2001年 に は約2万9千 人 に低 下 して い る こ とか ら

も確 認 され,90年 代 にADの 空 洞 化 が 急速 に進 ん

だ こ とを示 唆 す る もの といえ よ う.

次 に,都 市 階層別 にみ る と,上 位 階層 の都市 ほ ど

中心地 点一 中度が 高 く,三 大都市 と広域 中心 都市,

-136-



表4 従 業 者 の 分 散 を 示 す 指 標

Table 4 Averages of characteristic values of employee deconcentration

*UED従 業者数

県庁所在都市と地方都市(UED従 業者数が10万 人

以上),そ れ以下の地方都市で段階的に中心地点集

中度 が 低下 す る傾 向 にあ る.し か も,都 市 階層 間 の

格 差 は,年 次 を追 うご とに拡 大 し,特 にUED従 業

者 数 が10万 人 未 満 の都 市 階層 で は1981年 よ り も

2001年 の中心地 点 一 中度 が低 くな って い る.

ただ し,中 心 地点 一 中度 とUED従 業者 数 との相

関係数 は0.295と,両 者 の相関 は必 ず し も強 くな い.

これ に対 して,都 市 の 産 業 構 造 を示 すADの 事 業

所 形 態別 従業 者構 成比 と中心地 点集 中 度 との相 関係

数 を み る と,商 業 従業 者 構 成 比 とは 一0.570,オ フ

ィス従 業者 構 成 比 と は0.689,工 業 従業 者 構成 比 と

は 一0.249と な る． この ことか ら,中 心 地点 一 中度

はADに お け る オ フ ィス集 積 の大 き な都 市 で は高

く,逆 にADが 主 に商 業 に特 化 した 都 市 で は低 く

な る傾 向 に あ る もの と考 え られ る.

2.SD面 積 比

次 にSDに お ける従業 者 分布 の広 が りの程度 をみ

る た め,SDの 面 積 をADの 面 積 で 除 した, SD面

積 比 を定 義 す る.こ れ は,分 散 の程 度 をADに 対

す るSDの 相対 的 な広 が りと して と らえ る指 標 で あ

る.SD面 積 比 は,1に 近 い ほ どADとSDの 面 積

が近 い こ とを示 し,相 対 的 に従 業者 分布 が高 密 な こ

とを示 す.逆 に,値 が大 きければ,低 密 な地 区 が広

範 に広 が って いる こ とを示 す もので あ る． た だ し,

SD面 積比は中心地点集中度と同じく相対的な指標

であるため,絶 対的な指標としてUEDの 平均密度

を補足的に利用する(表4).

(2)

全UEDに お け るSD面 積 比 の平 均 値 は1981年

以 降一 貫 して拡 大 し,2001年 に は1981年 の2倍 弱

に達 しセ い る． ま た,UEDの 平 均密 度 も低 下 を続

けて お り,高 密 なADの 縮 小 と低 密 なSDの 拡 大 に

よ り,都 市 内 にお け る従 業者 分布 が分 散傾 向 に あ る

もの と考 え られ る． た だ し,'中 心 地 点 一 中度 が90

年 代 に急 速 に低 下 して い たの に対 して,SD面 積 比

は80年 代 か らす で に拡 大 して い る． この こ とか ら,

日本 の都 市 の 従業 者 分 布 は80年 代 に はSDの 拡 大

に よ って,90年 代 に入 る とさ らにADの 空 洞 化 に

よ って,分 散 化 が進 んだ ことが確認 で きる．

さて,SD面 積比 にお い て は中心 地 点集 中度 で み

られ たよ うな都市 階 層間 の格 差 は必 ず しも明確 で は

ない.し か しなが ら,地 方 別 に み る とSD面 積 比 の

増 加 傾 向 に は差 異 が存 在 す る(表5).ま ず,1981

年 時 点 で は,SD面 積比 の平 均値 は,中 部 ・近 畿 で

若 干大 き くな る もの の,地 方間 で の差異 はほ とん ど

み られ なか っ た.1991年 時 点 にお い て もほ ぼ 同様

で あ り,む しろ都 市階 層 間 のば らつ きの方 が大 きい.

しか し,2001年 にな る と地 方 間 の差 異 が 目立 つ よ

うに な り,東 北 ・関東 ・中部 で はSD面 積 比 の拡大

-137-



表5 地 方 別SD面 積 比 平 均 値

Table 5 Averages of SD square measure

ratio values by district

が進 んだ の に対 して,北 海 道 ・九 州 や 近畿 で はSD

面積 比 の拡大 は緩 慢で あ った.こ のよ うな現 象 の背

景 の 一 つ に,日 本 の 工 業 立 地 の 変 化 が あ げ られ る

(表6).1981年 か ら2001年 にか けて,日 本 の 製 造

業 従 業 者数 は-13.7%減 少 して い るが,東 北 で は

む しろ増 加 して お り,中 部 で も減 少 幅 は小 さい.ま

た,関 東 にお いて も,北 関東 に限 れば2.0%の 増 加

とな って い る.こ れ に対 応 して,工 場 立 地件 数 も東

北 ・関 東 ・中部 の3地 方 で全 体 の6割 弱 を 占め,活

発 な工 業立地 が あ った ことがわ か る.

この よ うな新 規工 場立 地 は,都 市 計画 等 に よ って,

非都 市 化地 域 に誘導 され,都 市 地域 の拡 大 に寄与 す

る.ま た,周 辺 地域 にお け る工 場 の立地 は,そ こで

働 く労 働者 の居 住地 を郊 外 化 させ る こ とによ って,

都市 構 造 の分散 化 に大 きな影響 を持 っ(Guldmann

and Wang 1998).こ れ らの こ とか ら, SD面 積 比

の地域 差 に は,日 本 の工 業 立地 の再 編成 が大 き く関

わ って い る もの と考 え られ る.

以上 の よ うに,日 本 の都 市 にお け る従 業者 密 度分

布 は,都 市 階層 の上位 都市 と下 位都 市 で,ま た地方
'

に よ り差異 が あ る こ とが 明 らか にな った.す なわ ち,

都 市 階層 の上 位 都 市 ほ どADの 密 度 が 高 く,下 位

の都 市 で はADの 密 度 が 低 い傾 向が 現 れ た.ま た,

関東 ・中部 ・東 北 の都市 で はSDの 拡 大 が進 んで い

るの に対 して,北 海道 や 九州 とい った国土 の周 縁部,

お よび近 畿 の都 市 で はSDの 拡 大 は限 定 的で,コ ン

表6 1981～2001年 に か けて の工 業 の 推 移

Table 6 Changes in industries from 1981

to 2001

(総務省 「事業所・企業統計調査」各年版,日本立地セ
ンター「工場立地動向調査」各年版により作成).

パクトな従業者密度分布を持っていた.

この背景として,ADの 密度を高める経済機能の

一積とSDの 拡大を促す産業の成長に,都 市階層間

や地方間で差異があることによるものと考えられる.

IIで確認されたようにADに 一積する事業所の形

態は主にオフィスであり,SDに 立地する事業所は

主に商業と工業である.こ のため,中 枢管理機能の

集積する上位階層の都市ほど中心地点一中度が高く

なり,下 位階層の都市では従業者密度分布が扁平に

なる.ま た,工 場立地の多い,東 北 ・関東 ・中部の

都市では,SD面 積比の拡大が急速に進む傾向がみ

られた.こ れに対 して,近 畿と北海道 ・九州の都市

では,従 業者分布の分散化が相対的に緩やかであり,

SDの 拡大を促す産業の立地が少なかったものと考

えられる.

3.従 業者密度分布の変化

ここまでの分析において,UEDの 従業者密度分

布の特徴を示してきたが,あ る時点における密度分

布という静的な分析手法のみでは,従 業者密度分布

がどのような変化の過程にあるのかが明らかではな

い.そ こで,次 に従業者密度分布の変化のプロセス

をみる.
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表7 AD・SD従 業 者 増 加 率別 のUED数

Table 7 Number of UEDs by employee growth rate in ADs and SDs

都市 内部 構造 変化 のプ ロセ スを扱 った研究 と して,

Klaassen et al.(1981)は,都 市 サ イ クル仮 説 を提

唱 して い る.こ れ は,中 心 都市 と周 辺地 域 に お ける

人 口 ・就業 者の 増加 率 の差 に注 目 し,都 市 の構造 変

化 が,都 市 化 ・分 散化 ・逆 都市 化 ・再都 市 化 の順 で

進 行 す る と した も の で あ る.さ らに,Geyer and

Kontuly(1993)は,都 市 サ イ クルが大 都市 で 先行

し,規 模 の小 さな都市 ほ ど遅行 す る ことを理論 的 に

指摘 して い る.

この よ うな都市 サイ クル仮 説 は,都 市 内部構 造 の

変化 が,一 中か ら分 散 へ と一 定 の方 向性 を持 って推

移 して い る こ とを 明 らか に した点 に意義 が あ る.し

か し,実 際 の都 市 に当 て はめ る際 に は大 き く二 つ の

問題 点 が あ る.第1に,都 市 サイ クル仮 説 で は,都

市 内部 構造 が単 核 で あ る ことを前提 と して お り,多

核 的都 市構 造 の存 在 に は触 れ られ て いな い.現 実 の

都 市 にお い て は,複 数 の核 を持 つ コナベ ー シ ョ ン地

域 や,新 駅設 置 ・業務 地 区開発 等 に伴 い新 たな核 が

形 成 され るな ど,複 雑 な都市 内部 構造 が存 在 す る.

この点 に関 して,本 研 究 の分 析 で は一 つ の都市 に複

数 のADが 存 在 す る こ とを許 容 して い るた め,単

核 的 な都 市 構造 を前 提 とはせず に,多 核 的 な都市 構

造 の 中で の集 中 ・分 散 を説 明 で きる.ま た,分 析 年

次 によ りADは 可変 的 で あ り, ADの 拡 大 や縮 小 を

考慮 した設定としている.第2に,都 市サイクル仮

説では外部経済がほとんど考慮されていないため,

集積の便益が強く作用する経済的機能立地の説明に

は限界がある.す なわち,経 済的機能の一積は,そ

れ自体が中枢管理部門などの高次な経済セクターの

集中を惹起するものであり,一 中から分散への単線

的な移行は生じない可能性がある.

以上の点に加えて,本 稿では実質地域としての都

市地域をADとSDに 区分しており,都 市圏を単位

とする既存の研究とは分析の単位が異なる.こ のた

め,都 市サイクル仮説を直接当てはめることはでき

ないが,従 業者密度分布の変化の傾向をみる上では,

都市サイクル仮説は十分に有効である.そ こで,こ

れらの点に留意しつつ,一 連の都市サイクル仮説を

参考にADとSDの 従業者増加率を区分 した.

ADとSDそ れぞれの従業者増加率と,全 体の従

業者増加率の組合せによってUEDを8区 分に分類

した.そ れぞれの区分に分類されたUEDの 数を確

認すると,80年 代には絶対的分散化 ・総数増加の

ステージにあるUEDが86地 区と最も多 く,こ れ

に次いで相対的分散化 ・総数増加のステージが40

地区となっていた.ま た,全UEDの8割 強にあた

る136地 区で従業者数が増加する成長過程にあった.

90年 代になると,や はり絶対的分散化 ・総数増加
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のUEDが81地 区 と最 も多 い もの の,絶 対 的分 散

化 ・総 数 減 少 の ス テ ー ジ も33地 区 あ る.全 体 と し

て も,従 業 者 数 が 増 加 す る成 長 過 程 のUEDは90

地 区 と6割 弱 に減 少 し,衰 退 過 程 に あ るUEDが 目

立 つ.

ただ し,こ れ は ステ ー ジの移 行 が単 線 的 に進 行す

る ことを示 す もので は ない.と い うの も,一 中か ら

分散 へ とい う,都 市 サ イ クル仮 説 で期 待 され る方 向

とは逆 に,分 散 か ら一 中へ移 行 して い るUEDも12

地区 あ り,ス テー ジの移行 は複 線 的で あ る.ま た,

80年 代 と90年 代 で は 日本 全 体 の従 業 者 増 加 率 も

16.4%か ら0.2%に 急 減 した時 期 にあ た り,日 本

経済 全体 の動 向 が都市 成長 に与 えた影 響 も大 きい.

これ らの留意 点 を考慮 した上 で読 み取 れ る傾 向 は,

日本 の多 くの都市 が80年 代 ・90年 代 を通 して分散

化 過 程 に あ っ た こ と で あ る.特 に90年 代 に は,

ADの 従業 者 数 が増加 した都 市 は1割 に満 た ず,絶

対 的 な分 散化 傾 向が 明瞭 に な った.

次 に,都 市 階層 別 に ステ ー ジの分布 を み る と,相

対 的分 散化 ・総数 増 加 に分 類 され るUEDが,県 庁

所在 都市 以上 の階層 で は約4割,地 方 都市 で も従 業

者数5万 人 以上 のUEDで 約24%,従 業者 数5万 人

未 満 のUEDで も約15%が この ス テ ー ジに あ る.

こ の こ とか ら,80年 代 に は上 位 階層 の都 市 を中 心

にADが 成長 過 程 に あ ったUEDも 存 在 して い た も

の といえ よ う.

90年 代 に入 る と,絶 対 的 分 散 化 ・総 数 減 少 と相

対 的 分散 化 ・総 数 減少 にあ た るUEDが,地 方 都 市

に お い て急 激 に増 加 して い る.こ の ス テ ー ジ は,

SD従 業者 数 の増加 が弱 ま るか,減 少 に転 じる こと

に よ りUED全 体 の 従業 者 が減 少 す る,衰 退 局面 に

入 っ た もので あ る.地 方都 市 にお いて はUEDの 従

業者 規模 にか か わ らず この ス テ ー ジのUEDが 増 加

して いるの に対 し,県 庁所 在都 市 以上 の上 位階 層都

市 で は非 常 に少 な く,地 方 都市 との間 に大 きな違 い

が あ る.

これ らの こ とか ら,日 本 の都市 で は,県 庁所 在 都

市 以上 の上 位階 層 の都市 よ りも,そ れ以外 の地方 都

市 で よ り分散 傾 向 が強 い こ とが 明 らか にな った.ま

た,地 方 都市 間 で は,従 業者 規模 によ る差 異 は小 さ

く,都 市 規模 自体が 従業 者密 度分 布 の変化 に与 え る

影響 は少な い.こ れ は,従 業 者密 度 の一 中 を引 き起

こす中枢 管理 機 能 の立 地 が,都 市 の規 模 よ り も,都

市 システ ム上 の階層 に影 響 を受 け る ことに よ るもの

と考 え られ る.た だ し,UED従 業 者 数 が5万 人以

下 の小 規模 地 方都 市 にお いて も,約 半 数 のUEDで

は従 業者 が増 加 してい るな ど,階 層 内や地 域 内で の

ば らつ き も大 き く,従 業 者密 度分 布 の変化 には多様

な要 因 が影響 して い る ことが 予想 され る.そ こで,

IVで は密 度 分 布 が類 似 した都 市 群 を類 型化 し,そ

れ ぞれ の類型 の特徴 を 明 らか にす る.

IV 従 業者 密度 分布 に基 づ く都市 類 型

1.ク ラス ター分析 によ る都 市 の類 型化

こ こで は,2001年 時 点 に お け る従 業 者 密 度 分 布

に基づ き都市 の類型 化 を試 み る.類 型 化 に使 用す る

指 標 は,2001年 の 中 心 地 点 集 中 度 とSD面 積 比 で

あ る.ま た,密 度分 布 の変化 も,類 型 に取 り入 れ る

た め,90年 代 にお け るAD・SDそ れ ぞれ の従 業 者

増 加率 を指 標 に加 え る.以 上 の4指 標 に よる ウ ォー

ド法 ク ラ ス ター分 析 の結 果,157地 区 のUEDは 八

つ の ク ラス タ ー に分 類 され た(表8).得 られ た ク

ラス ター は,従 業者 密 度分 布 の形状 が類 似 して い る

ば か りで はな く,UEDの 分 布 に も特 徴 が み られ た

(表9).そ こで,以 下 で は これ らの点 を考 慮 しつつ,

ク ラス タ ーの特徴 を示 す.

CL1は 中心地 点 集 中度 が きわ め て高 く, SD面 積

比 も平均 よ り若干 大 きい点 に特 徴 が あ る.こ の ク ラ

ズ ター に は30地 区 のUEDが 分 類 され,東 京 ・大

阪 ・名古 屋 の三大 都市 と広 島以外 の広 域 中心都 市 の

ほか,16の 県 庁 所 在 都市 と旭 川 ・松 本 ・北 九州 な

どの比 較 的規 模 の大 きな地 方都 市 のUEDが 含 ま れ

-140-



表8ク ラス ター別 の指 標平均 値

Table 8 Averages of characteristic values of clusters

値 はいずれ も2001年 次 の平均値 を示 す.

従業者増加率,面 積増加率の期間 は1991～2001年,単 位 は%.

UED平 均従業者数 は東京 ・大阪 ・名古 屋の値 を除 く.

る.ま た,こ の ク ラス ター には北海 道 の都市 が 多 く

含 まれ る こ と も特 徴 的 で あ る.北 海 道 の 都 市 は,

UEDの 従 業者 規模 の わ りに,ADの 密 度 が 高 く,

周辺 に向 か って密 度 が急 減 す る タイ プのUEDが 多

い.こ の ため に,相 対 的 な密 度分 布 が大都 市 に類似

す る もの と いえ よ う.こ れ らの こ とか ら,CL1を

一 中バ ラ ンス型 と呼 ぶ.

CL2は 中心 地 点 集 中度 が,一 中 バ ラ ンス型 に次

いで 高 く,SD面 積 比 も非 常 に大 き い.す な わ ち,

明確 なADを 持 っ一 方 で,密 度 分 布 の 広 が り も大

き く,広 大 なSDを 持 つ.た だ し,AD従 業 者 の減

少 率 が大 き く,ADの 衰退 が予 想 され る.こ の ク ラ

ス ター は,関 東 ・中部 地方 な ど,国 土 の中核 部 に多

く分 布 し,四 つ の県庁 所在 都市 の ほか,県 庁 所在 都

市 に準 ず るク ラス のUEDが 分 類 され て い る.そ こ

で,CL2を 集 中郊 外発 展型 と呼ぶ ο

CL3は,中 心 地 点一 中度 が高 く,SD面 積 比 は小

さ い こ とか ら,明 確 な核 を持 ち,SDの 拡大 が 抑 え

られ た,空 間 的 に コ ンパ ク トな形 状 の都市 群 といえ

よ う．東 北 や 中 ・四 国,九 州 な ど の12の 県 庁 所在

都 市 を含 む30都 市 のUEDが 分 類 され,全 体 と し

て国 土周 縁 部 の比 較 的規模 の大 きなUEDに 多 くみ

られ る． これ らの こ とか ら,CL3を 集 中 コ ンパ ク

ト型 と呼 ぶ.

CL-は,中 心 地 点集 中度 が低 く,SD面 積 比 は大

きな,分 散 型 の都 市 地 域 を持 つ.90年 代 に お け る

AD従 業者 の減 少率 が 最 も大 き く,逆 にSD従 業 者

増 加 率 はCL8に 次 い で多 い.こ の こ とか ら,CL4

はADの 空洞 化 が顕 著 で,SDへ の従 業者 の分散 が

進 んだ都 市 群で あ る といえ よ う.こ の ク ラス ターに

は15都 市 のUEDが 分 類 さ れ,県 庁 所 在 都 市 に準

ず る規模 の都市 が多 い ことに特徴 が あ る.こ れ らの

ことか ら,CL4を 分 散郊 外発 展 型 と呼ぶ.

CL5は,中 心地 点 集 中度 ・SD面 積比 が と もに小

さ く,ADの 空洞 化 が 進 む 一方,SDの 発 展 もほ と

ん どみ られ ない衰 退型 の都 市地 域 であ る． この クラ

ス ター に は最 も多 い45都 市 のUEDが 含 まれ,全

国 に広 く分布 す る.ま た,県 庁 所在 都市 で は佐賀 が

含 まれ るが,ほ か は従 業者 規模 の小 さな地方 都市 が

多 い.こ れ らの こ とか ら,CL5を 分 散 コ ンパ ク ト

型 と呼 ぶ.

CL6は,中 心地 点集 中度 ・SD面 積 比 と もに低 く,

分 散 コンパ ク ト型 に類似 した密度 分布 を持 つ.こ の

ク ラス タ ーで は,AD従 業 者 が増 加 す る一 方,SD

従 業者 は減少 し,ADへ の経 済 活動 の再 一 中 がみ ら

れ る点 に特 徴 が あ る.た だ し,UED全 体 の従 業 者

数 は減少 傾 向 にあ り,衰 退 の進 む 中で の集 中 といえ

る.室 蘭 ・多治 見 ・徳 山 ・観 音寺 ・大 川 ・延 岡 の6
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表9ク ラス タ ー別UEDの 一 覧

Table9 List of cities by cluster 

順番 は2001年UED従 業者数 の降順.

都市 のUEDが 該 当 して お り,い ず れ も古 くか らの

工業 都市 であ る.こ れ らの ことか ら,こ の ク ラス タ

ーを再一 中型 と呼 ぶ.

CL7は,中 心地 点一 中度 ・SD面 積比 ともに平 均

的 な値 を示 す が,SD従 業者 増 加 率 が きわ め て高 く,

90年 代 の10年 間 の間 にSD従 業 者 が ほ ぼ2倍 に増

加 して い る.こ の ク ラス ター に分 類 され るUEDは

4都 市 の み で あ り,都 市 の個 別 的 な条 件 が大 き く作

用 した特殊 な ク ラス タ ーで あ る.こ の ことか らCL7

を急成 長型 と呼ぶ.

最 後 にCL8は,中 心 地 点一 中度 が 全 体 の平 均 を

下 回 る,もの の,傾 向 と して は急 成長 型 に類似 した密

度 分 布 を持 つ.急 成 長型 との違 い は,AD従 業者 ・

SD従 業 者 が共 に増 加 して い る点 にあ り,UED従

業 者 は80年 代 か ら一 貫 して 増加 して い る.こ の ク

ラス ター に 分 類 され るUEDは11都 市 あ り,東 京

周辺部 や 東海 ・九 州北 部 とい った大 都市 周辺 部 に多

くみ られ る.こ の こ とか ら,CL8を 安 定 成 長 型 と

呼ぶ.
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表10ク ラスター別 の従業者構成比率

Table 10 Component ratio of employees by cluster

値 はいずれ も2001年.

特化係数 は全UED平 均 に対す る各 クラスタ」に含 まれるUEDの 平均 か ら求めた もの.

2． 各 クラス タ ーの形成 要 因

次 に,こ れ らの ク ラス ターの密 度分 布 の形成 要 因

を,事 業 所形 態別 の従業者 構 成比 と,産 業 大分 類別

の特 化係 数 か らみ る(表10).

最 初 に,CL1・CL2・CL3は 都道 府 県庁 所在 都 市

の大 部分 が含 まれ,東 京 ・大 阪 ・名古 屋 の三大 都 市

圏 を 除 いて もUEDの 平 均 従 業者 数 は10万 人 を 超

え るこ とか ら,地 域 の 中心都 市 と して の性格 を強 く

持 つ都市 群 で あ る といえ よ う.三 つ の ク ラス ター に

共通 す る特 徴 と して,中 心地 点一 中度 が きわ めて高

く,ADとSDの 分 化 が明 瞭 で あ る点 が指 摘 で きる.

ただ し,SDの 広 が りに は,ク ラス ター ご とに大

きな差 異 が存 在 す る．CL1の 一 中 バ ラ ンス型 は,

SD面 積 比 が 全UED平 均 を わず か に上 回 る程 度 で

あ り,SDの 広 が りは大 き くな い． これ は,相 対 的

にADが 大 き く,SD面 積 比 が 抑 え られ て い るた め

で あ る.こ の よ うな密 度 分布 は,オ フ ィス従業 者構

成比 が高 い ことか ら説 明 で き る.集 中バ ラ ンス型 の

オ フ ィス従 業者 構 成 比 は41.1%と 最 も高 く,産 業

大分 類別 の特化 係数 も卸 売業,不 動産 業,金 融 ・保

険 業 と都市 型 産業 が連 な る.こ の た め,ADへ の従

業 者 の一 中度 が高 く,相 対 的 にSD面 積 比 が小 さ く

な って い るもの と思 われ る.

これ に対 して,CL2の 一 中郊外 発 展 型 は,SD面

積 比 が最 も大 き く,SDの 発 展 に特 徴 が あ る.こ れ

は,工 業従 業者 比率 の高 さか ら説 明 され る もの で あ

り,産 業大 分類 別 の特化 係 数第1位 が製 造業 で あ る

ことか ら も裏 づ け られ る． この ク ラス ターのUED

に立地 す る製造 業 は,食 料 品製 造業 の ほか,輸 送 用

機 械器 具,電 気 機械 器 具製 造業 など労働 一約 的 な業

種 が 多 い.こ の こと は,相 対 的 にSDに お け る従 業

者 分布 の比 重 を高 め,分 散 的 な都市 構造 の形 成 を促

進 して い る もの と考 え られ る.と ころで一 般 に,郊

外 の経済 空間 を考 え ると きには,ロ ー ドサイ ド型 の

商業 一積 に多 くの関 心が は らわ れ る(Wrigley and

Lowe 2002).し か し,UED全 体 に お け る従 業 者

の 構 成 比 か らみ る と,分 散 郊 外 発 展 型 を除 い て,

SD面 積 比 との 関係 は ほ とん どみ られ な い.こ れ は,

商業 が 非基盤 的 産業 で あ り,都 市 人 口 も しくは都 市

圏 人 口 に比 例 した従 業者 数 を持 っ こ とに よる もので

あ る.し たが って,都 市 間 で分散 化 の程 度 を比較 す

る際 に は,商 業 の立 地 は指 標 にな り難 い． ただ し,

商 業 が消費 者 との時間 距離 を番 視 した立 地 を行 う点

を考 慮 す る と,SDへ の工 業 立地 が 居住 地 の 分散 化

を促 し,SDで の商 業 の展 開 につ なが って い る可 能

性 が あ る．

次 に,CL3の 集 中 コ ンパ ク ト型 のSD面 積比 は,

非常 に小 さい.こ の ク ラス ターの産業 構造 は,一 中

バ ラ ンス型 に類 似 し,オ フ ィス従 業者 の比 率 が全 ク

ラス ター の中 で2番 目に高 く,工 業従 業者 の比率 が
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低 い.た だ し,集 中 コ ンパ ク ト型 にお いて は,産 業

大 分類 別特 化係 数第1位 の業 種 が公 務 とな って い る.

もち ろん,公 務 も中枢 管 理 機能 の一 つ で あ り,AD

に立 地 す る こ とが多 い． しか し,こ の ク ラス ター に

分 類 され て いる都市 は必 ず し も広 域 的 な行 政 機能 の

中 心 と は言 えず(阿 部1997),公 務従 業者 の卓越 し

た一 積 が あ るわ けで はな い． この こ とか ら,集 中 コ

ンパ ク ト型 に分 類 され るUEDZは,民 間部 門 の雇

用 吸収 力 が 弱 く,SDに 立 地 す る産業 が 少 な い こ と

によ り,従 業者 分布 が コ ンパ ク トにま とま って い る

もの と考 え られ る.

ま た,三 つ の ク ラス ターを従業 者 の平均 増加 率 か

らみ る と(表8),い ず れ もAD従 業 者 が 減 少 し,

SD従 業 者 が増 加 す る絶 対 的分 散 化 の ス テー ジにあ

る.た だ し,UED従 業者 増 加 率 で は一 中 バ ラ ンス

型,一 中郊 外 発 展 型 が そ れ ぞ れ平 均4.9%,2.8%

増 加 して い るの に対 し,集 中 コ ンパ ク ト型 は平 均

-0 .5%の 減少 とな って い る.こ の こ とは,前 者 二

つ の ク ラス ターが,域 外 か らの従業 者 の流入 によ っ

てSDの 発 展 が促 されて い るの に対 して,一 中 コ ン

パ ク ト型 で は従 業者 数 の変化 は軽微 で あ り,従 業 者

密 度分 布 が安定 的 に推 移 して い る ことを示 す もので

あ る.

以上 の三 つ の ク ラス ター に比 べ て,残 りの五 つ の

ク ラス ター はいず れ も平 均従 業者 数 が3万 ～6万 人

と小 さ く,中 心地 点 一 中度 も低 い中 小規 模 のUED

とな ってい る． この ことは,中 心地 点一 中度 によ っ

て 日本 の都市 が,大 き く二 つ に区分 され る こ とを示

唆す る もの といえ よ う・

この うち,CL4の 分 散 郊 外 発 展 型,CL5の 分 散

コ ンパ ク ト型 は,全 国 に広 く分布 し,多 くの地 方都

市 が分類 され る クラス ター であ る.た だ し,こ の二

つ の ク ラス ターで は,SD面 積 比 に大 きな違 いが あ

る.分 散 郊外 発 展 型 はSD面 積 比 が 大 き く,SDの

拡大 が進 んで い るの に対 して,分 散 コ ンパ ク ト型 は

SDの 発 展 が 抑制 され て い る.こ の よ うな相 違 を生

み出 す要 因 を,そ れぞ れ の クラス ター の事 業所 形 態

別 従業 者構 成比 か ら推察 す る ことが で き る.

分散 郊外 発展 型 は,オ フ ィス1商 業従 業者 構成 比

が高 く,県 庁所 在都 市 に準 ず る クラス の都 市 が多 い

ことか ら,地 域 の商 業 中心 と して の性 格 を持 つ とい

え る.た だ し,従 業 者密 度分 布 の変 化 でみ る と,こ

の ク ラス タ ー のAD従 業 者 減 少 率 は全 ク ラス ター

の中 で最 も大 き く,ADの 空洞 化 が著 しい.こ の こ

とは,高 密 度 のADを 商業 集 積 に よ って 維 持 す る

ことは,多 くの地方 都市 で は困難 で あ る ことを示 唆

す る もの といえ よ う.

一.方,同 じ地 方都 市 で も分 散 コ ンパ ク ト型 は工 業

従 業者 比率 が高 く,工 業 都市 と して の性格 が 強 い こ

とが予 想 で き る.こ の よ うな産業 構成 の相 違 は,先

述 の上 位 階層都 市 の場 合で は,工 業 従業 者比 率が 高

い都市 ほ ど,郊 外型 とな る傾向 が見 出 され た.し か

し,こ の クラス の地 方都 市 で は,工 業従 業者 比率 が

高 い都市 で,SDの 発展 が抑 制 されて い る.こ の理

由 と して,製 造 業 の グ ローバ リゼー シ ョンの進展 が

考 え られ る.90年 代 の工 場 立 地 傾 向 は研 究 開 発 に

番 きを置 く大 都市 型 とな り,労 働一 約 的 な地 方都 市

の製造 業 は海 外 へ生産 を シフ トした.こ の結 果,従

来 は製 造 業 を基盤 と して き た地 方工 業都 市 にお いて,

製 造 業 従業 者 が 減少 し,SDの 発展 が 停滞 した もの

といえ よ う.

最 後 に,CL6・CL7・CL8は,一.定 数 の都 市 の み

に該 当 す る特 殊 な ク ラス ターで あ り,ク ラス ターの

名称 に示 され るよ うに,従 業者 密 度分 布以 上 に,そ

の変 化 の過程 に特徴 が見 出 せ る.CL7の 急 成長 型,

CL8の 安定 成長 型 はUED従 業 者 が大 幅 に増加 して

い る点 に特 徴が あ る.こ の二 つ の ク ラス ターに分類

さ れ る15地 区 のUEDの うち,松 江 と山 口 は県 庁

所 在 都市 のUEDで あ り,8地 区 は関東 か ら東 海地

方 に,諌 早 も長 崎市 に隣接 す る特 殊 な条件 にあ る.

したが って,独 立 した地方 都市 のUEDで は,高 速

道 路 の結節 点 に位 置す る北上,鳥 栖,産 業誘 致 に成
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功 した花巻 な ど,特 異 な経 済条 件 を持 つ都市 が含 ま

れ るにす ぎ ない.

CL6の 再 集 中 型 は,従 業 者 密 度 分 布,従 業 者 構

成 比 率 の点 で は,CL5の 分 散 コ ンパ ク ト型 に類 似

した衰 退傾 向 の地方 都市 で あ る.し か し,従 業者 密

度 分 布 は,ADの 密 度 が 高 ま り,SDは 減 少 す る再

集 中化過 程 にあ る.再 一 中型 は,対 象 都市 の中で 最

も早 い時期 か ら衰 退 傾 向 にあ った都市 群 で あ り,80

年 代 ・90年 代 を 通 してUED従 業 者 ・UED面 積 が

と もに減 少 して い る.こ の た め,都 市 地域 の縮 小 を

伴 った都 市 の ダ ウ ンサ イ ジ ングが,あ る時 点で均 衡

を迎 え,一 中へ と転 換す る可 能性 が あ る ことを示 す

もので あ り,衰 退 傾 向 に あ る地方 都市 の今 後 の方 向

性 を考 え る上 で 示唆 的 で あ る.

V結 論

本 稿 で は,日 本 の都 市 の内部 構造 をADとSDの

従業 者 密度 分布 か ら把握 し,そ の特 性 と動 向を 明 ら

か に した.そ の上 で,類 似 した特 徴 を持 つ都 市 を,

ク ラ ス タ ー分 析 に よ り分 類 し,1980年 代 以 降 の都

市 内部 構造 の変 化 とその要 因 を考察 した． その結 果

は,以 下 の5点 にま とめ る こ とが で き る.

第1に,日 本 の 多 くの 都 市 で は,90年 代 以 降,

ADの 従 業 者 が減 少 し,都 市地 域 にお け る相 対 的 な

従 業者 密 度 が低 下 す る,ADの 空 洞化 が一 般 的 な傾

向 に な?て いた.中 で も,80年 代 に は工業,90年

代 に は商 業従 業者 の流 出 が特徴 的 に見 出せ る.

この 傾 向 は,Gaschet(2002)が,フ ラ ンス の50

の都 市圏 を事 例 に,中 心 都市 の空 洞化 が製 造業,商

業,対 個 人 サ ー ビス業,対 事 業所 サ ー ビス業 の順 に

進行 す ると した点 と一 致 して い る.一 方,オ フ ィス

従 業 者 比 率 は1980～1990年 代 を通 して上 昇 し,

ADは オ フ ィスに純 化 されつ つ あ る.こ の結 果,オ

フ ィス従 業 者 の一積 が大 きい上位 階 層 の都市 ほど,

ADの 空 洞化 は抑 制 され て いた.

第2に,都 市 内 に お ける従業 者分 布 の拡大 は,す

で に80年 代 か ら広 くみ られ,人 口の み な らず経 済

的機 能 に お い て も分 散 化 が始 ま って い た.ま た,

SDの 拡 大 はADの 空 洞 化 と異 な り,都 市 の規模 や

階層 に関 わ らず広範 に観察 され た．

この よ うな従業者 の分散 化 は,郊 外 の交通 結節 点

に サ ブセ ンター を形 成 し,都 市 構造 を多 核化 させて

い る と指 摘 され る(石 川1996;菊 池2005).サ ブ

セ ンターの形成 は郊 外立 地 の デ メ リ ッ トを減 少 させ,

従 業 者 分布 の郊 外化 を促 進 す る働 き を持 っ(Anas 

et a1. 1998)． この ため,従 業者 密 度 分 布 の分 散 化

が,多 核 的 な都 市構 造 の形 成 を促す 可能 性 が あ るも

の といえ よ う.

第3に,従 業 者密 度分 布 とその変 化 を示 す四 つの

指 標 に よ るク ラス ター分 析 の結 果,都 市 階層 と都 市

内部構 造 に明確 な相 関 関係 が あ る ことが明 らか に な

った.す なわ ち,最 上位 階 層 の都市 は,オ フィス従

業 者 が高 度 に一 中 した高 密 なADを 持 ち,ADか ら

の従業 者 の流 出 も少 な い． また,県 庁所 在都 市 とそ

れ に準 ず る ク ラスの上位 階 層都 市 も,ADの 従業 者

密 度 は比 較的 高 く,明 確 な核 を持 つ都市 構造 を有 し

て い る． これ に対 して,中 小規 模 の地方 都 市 の多 く

は,相 対 的 なADの 密 度 低 下 が 著 し く,扁 平 な従

業者 密度 分布 を示 して い る.従 業者 の分散 化 も,下

位 階層 の都市 ほ ど急 速 に進 む傾 向 にあ り,多 くの中

小地 方 都 市 で はADの 従 業者 の減少 が,SDの 従業

者 の増加 を上 回 る衰 退過 程 にあ った.

欧 米 諸 都市 に お い て は,1960～1970年 代 にか け

て,人 口や従業 者 の高成 長地 域 が,大 都市 か ら中小

都 市,さ らには郡部区へ と移行 す る反都 市化 現 象 が広

く観 察 さ れ た(Pacione2005:83-91).し か し,

日本 にお いて は,こ のよ うな反 都市 化現 象 の兆候 は

ほ とん どみ られ なか った(森 川1989).反 都 市化 現

象 が 生 ず る要 因 と して,Nelson(1992)は,① 地

方 にお け る製 造業 の成 長,② 潜 在 的 な反 都市 ・農村

居住 志 向,③ 地方 居住 を可 能 にす るテ クノ ロ ジー の

発達,④ 地方 開発 志 向 の政 策 の4点 をあ げて い る.
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中でも,地 方における製造業の成長は,多 くの中小

地方都市の経済的基盤である.し かし,日 本におけ

る工場立地は,1980年 代以降,む しろ大都市志向

であり,地 方の成長には寄与していない.こ のため,

上位階層都市への経済的機能の集中と,そ れに伴 う

地方都市の衰退は,今 後も継続する可能性が大きい

ものといえる.

第4に,都 市の立地する地方によって,従 業者密

度分布の変化に差異が観察された.す なわち,東

北 ・関東 ・中部地方に位置する県庁所在地クラスの

都市では,SDが 著しく発展 している一方,ADの

従業者減少率もきわめて高い.こ れに対 して,北 海

道,近 畿,中 ・四国,九 州地方の県庁所在地クラス

の都市では,SDの 発展が相対的に弱いと同時に,

ADか らの従業者の流出も少なく,コ ンパクトで安

定的な従業者密度分布となっている.

このような,従 業者密度分布の地方間差異の背景

には,産 業配置の再編成の影響があるものと考えら

れる.SDの 発展が顕著に進行した都市の多い地方

は,東 京300km圏 と番なる東北 ・関東 ・中部地方

であり,1980年 代以降の新規工場立地 シェァを高

めた地方である(山 崎2004).こ のため,SDへ の

工場立地に牽引され,従 業者の分散化が進行 したも

のといえよう.同 時に,巨 大な吸引力を持つ東京へ

の近接性は,交 通機関の発達と支所機能の統廃合に

より,中 枢管理機能の流出につながつているものと

予想される.逆 に,北 海道,近 畿,中 ・四国,九 州

地方においては,SDに 立地する産業が少なく,従

業者の分散化が抑制されている上に,中 枢管理機能

の流出も相対的に弱い.国 土の周縁部の県庁所在地

クラスの都市の中には,自 律性を高める都市の存在

も指摘され(田 辺1996),東 京圏の影響の相対的な

弱さが安定的な都市内部構造の形成に寄与 している

可能性がある．

最後に,徳 山,室 蘭,延 岡,多 治見,大 川,観 音

寺の6都 市で,90年 代に従業者がADへ 再一中す

る現 象 が確認 され た． これ らの都 市 は いずれ も古 く

か らの工 業都 市 で あ り,早 い時期 か らUED従 業 者

とUED面 積 の両方 が 減少 傾 向 に あ った.欧 州 にお

いて は,1980年 代 以 降,充 実 した都 市 機 能 や 明 確

な都 市政 策 を持 つ都 市 で再集 中化 が観 察 され て い る

(Lever1993;Pau11995).こ れ らの こ とか ら,一

定 の条件 の下 で は,都 市 の ダ ウ ンサイ ジングが均 衡

を迎 え,再 一 中 に転 じる可能 性 が あ る もの と考 え ら

れ る.

以 上 の考察 結果 は,都 市 階 層 と国土 にお け る都市

の立 地 が,都 市 内部構 造 に大 きな影響 を与 え て い る

こ とを 明 らか に した もので あ り,都 市 の空 間形 状 を,

相対 的 に比較 す るこ とによ って初 め て得 られ た知 見

で あ る.た だ し,個 別 的 な都 市 の要件 を捨 象 したた

め,既 存 の都 市 構造 自体 が機 能立 地 に与 えて い る影

響 を考慮 す るこ とはで きな か った.特 に,多 核 的 な

都市 構造 は,従 来 の一 中 ・分 散 の枠組 だ けで は と ら

え られ な い もので あ り,今 後 よ り詳細 な検 討 を要 す

る もの で あ る.
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注

1)『 地域 メ ッシュ統計 昭和56年 事業所 ・企業統計調

査』,『地域メッシュ統計 平成13年 事業所 ・企業統計

調査』においては,事 業所の形態は,店 舗 ・飲食店,事

務所 ・営業所,工 場 ・作業所 ・鉱業所に区分 されており,

それぞれ商業従業者,オ フィス従業者,工 業従業者 とし

た.『地域メ ッシュ統計 平成3年 事業所統計調査』 に
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おい て は,上 記 の うち事 務所 と営業 所が 分離 されて い る

が,合 算 して オ フ ィス従 業者 と した.い ず れ も(財)統

計情 報 研究 開発 セ ンター によ る一 計 結果 デ一 タに よる.
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Transformation of Employee Density Distribution in Japanese Urban Areas: 

Analysis of Grid-square Statistics 

KIKUCHI Yoshiyuki (Japan Real Estate Institute) 

Since the late 1970s, the structures of Japanese urban areas have been diversifying significantly 

due to industrial transformation and motorization. In recent years, urban structures have attracted 

attention with regard to the concept of a compact city. However, it has not yet been clarified how 

urban structures differ among cities and which factors result in those differences. Therefore this 

paper elucidates urban structure based on the employee density distribution from 1981 to 2001 and 

discusses the factors influencing urban structure diversification in Japanese cities. A grid-square 

statistic-based analytical method was employed to consider as many cities as possible. The 

advantage of this analytical method is that it identifies the processes of the expansion and shrinking 

of urban areas. In addition, this analytical method can target urban areas as a substantive region 

irrespective of municipal limits. The following four points summarize the results of this analysis. 

First, the general tendency of the "hollowing out" of agglomeration districts (ADs) has been 

observed in most Japanese cities since the 1990s. In particular, in medium- or small-sized cities 

belonging to the lower-order class, the outflow of employees from ADs was observed to increase; this 

was because of the lack of office agglomeration. Second, the decentralization of the employee density 

distribution, which began in the 1980 s, was a widespread phenomenon observed across all urban 

hierarchies. Third, the differences in urban structures were considered to be attributable to urban 

hierarchies. This depends on the industrial concentration in cities belonging to the higher-order class 

of urban hierarchy, without a counterurbanization era in Japan. Therefore, since the 1980s, the 

differences between cities belonging to the higher- and lower-order classes of urban hierarchy have 

been widening consistently. Fourth, the changes in urban structures differ according to whether the 

cities are located in the core or peripheral regions of the country. In cities belonging to the core 
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regions, decentralization advances rapidly; in this case, the hollowing out of ADs by an outflow of 

central management functions to Tokyo and the growth of the suburban district (SD) due to 

factory locations based on the R&D style are the most marked factors. On the other hand, in cities 

belonging to the peripheral regions, the industrial outflow and inflow were small, and the urban 

structure remained stable as well. 

In addition to these conclusions, evidence of recentralization was observed in a few old industrial 

cities in the countryside where the decrease in the number of employees and shrinking of urban 

areas preceded that in other cities. It is suggested that the downsizing in the number of employees 

and reduction of urban areas balance the urban structure at a certain stage and promote 

recentralization. 

 Based on the above results, it is clear that the formation of urban structures is affected by the 

urban hierarchy and location of cities in the core or periphery of the country. 

 Key words: urban structure, employee density distribution, grid-square statistics, urban hierarchy, 

core-periphery 
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